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知財金融事業
知財を活かした中小企業の成長を評価する金融へ

IP Finance

問い合わせ先
特許庁 総務部 普及支援課
〒100-8915 東京都千代田区霞が関 3-4-3
電話番号 : 03-3581-1101 (ex:2145)　

より詳しい情報はこちら
知財金融ポータル
https://chizai-kinyu.go.jp/　
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特許庁 知財金融事業について

　知財金融とは / なぜ金融機関が知財に着目するのか
　中小企業は、地域経済にとっても極めて重要な存在であ
り、また、日本の産業競争力やイノベーションの源泉として
も大きな役割を果たしています。このような中小企業の事業
を成長・発展させていくためには、地域金融機関が、中小
企業の事業の内容や成長可能性を深く理解し、支援するこ
とが「要」であると考えられています。
　そのための地域金融機関のアプローチとしては、「中小企
業の保有する知財に着目した分析・評価」が有益であると
いう考え方があります。中小企業は、ヒト・モノ・
カネといった経営資源が一般的には潤沢でないことから、
技術・ノウハウ等の知恵や工夫（＝知財）を活用すること
で事業競争力を確保することが求められるためです。

　しかし、地域金融機関においては、知財に着目した中小
企業の事業の分析・評価の重要性を認識しているものの、
融資等の支援には必ずしも結び付いておりません。また、
中小企業としても、金融機関向けに知財に裏付けされた事
業成長性をわかりやすく開示するに至っていない現状があり
ます。
　こうした背景から、特許庁では、地域金融機関および中
小企業を対象として、「地域金融機関が、中小企業の事業
の内容や成長可能性を、知財に着目して理解し、評価し
た上で、それを踏まえて必要な事業や経営の支援を行うこと

（＝知財金融）」を促進する取り組みを推進しています。

　知財ビジネス報告書とは

　知財ビジネス報告書の基本構成

事業構想の
理解

実行計画の
理解

....

経営資源
アップデート

適切な事業性評価
に基づく投融資等

設備投資・
研究開発

の促進

事業拡大
企業価値向上

知財に着目した
事業競争力の分析

中小企業の
成長サイクル

知財に裏付けされた中小企業の
事業競争力（強み）をわかりやすく
可視化するための機会を提供します

支援内容 ①

中小企業の目指す姿の実現に向けた
知財を活用した経営戦略の方向性を

可視化する機会を提供します

支援内容 ②

投融資等の支援実行の判断に資する
具体的な事業実行計画として
落とし込む機会を提供します

支援内容 ③

知財専門家による
知財ビジネス報告書
の作成・提供を通して

支援を行う

 … 知財金融における金融機関の支援領域 … 知財金融事業における支援内容

地域金融機関と中小企業間の知財金融の取組を促進するための、知財専門家により作成・提供される知財に着目した報
告書です。

ストーリーとして可視化知財ビジネス
報告書

中小企業の事業
を支える知財As-Is 知財が事業の競争優位性にどう貢献してきたか、

今後どれだけの競争優位性をもつ可能性があるのか

To-Be 将来像の実現に向けた経営戦略・方針
+

▶ 作成のメリット

狙い概要

知的財産（強み・壁）を
いかにして生み出し、

安定した事業に
貢献しているかについて

ストーリー化する

事業概要・
経営方針・事業実績企業概要

As-Is
過去～現在

保有知財の事業への
貢献内容

事業を支える知財
保有知財の
分析・評価

将来像の実現に向けた
課題およびその解決の
方向性（事業構想）を

明確化する

将来像を見据えた
事業課題整理

目指すべき姿

To-Be
現在～将来

課題解決の
方向性・事業目標

将来像の実現に向けた
実行計画を

ストーリー化する

経営戦略の
方向性・ビジネスモデル

知財を活用した
経営戦略 知財を活用した

経営戦略

1

2

3

4

5

6

7

企
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値
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上
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営
戦
略
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中小企業

自社の保有する知財に裏付けされた事業の
成長可能性を金融機関向けにわかりやすく
開示でき、融資等の支援獲得に向けた
金融機関とのコミュニケーションに活用可能 金融機関

中小企業の知財を活用した事業の優位性・
成長性の根拠を客観的に把握することが
でき、適切な事業性評価による、融資・
マッチング支援等の支援策検討の参考資料
として活用可能
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　未来への準備を今から。

　知財金融事業にご参加ください！

　鍵は「知財」にあり！

　企業価値担保権と知財金融の親和性
　過去の知財金融事業参加事業者からの声

金融機関からの参加者

新たな事業展開に伴い設備投資が
必要となった際に、与信利用を十分に
期待できる関係を構築することができた。

今後の事業展開に向けた課題が明確になり、
投資のタイミングに合わせた
融資提案の可能性を見出すことができた。

金融機関では評価が難しい知財を客観的に
評価することで、これまで以上に一歩踏み込んだ
本業支援等を提案できると感じた。

企業価値担保権と知財金融について
事業の未来価値を、新たな資金調達の力へ。来るべき新時代に向けて、知財を核とした事業性評価の準備を始めませんか？

　2026 年、事業性融資が大きく変わります！
に乏しいスタートアップや中小企業にとって、事業の将来
性や成長性そのものを評価された上での資金調達の道が
大きく拓かれます。
　金融機関の皆様にとっては、中小企業の真の価値を見
極めることで、新たな取引先を開拓する大きなチャンスとな
ります。

従
来
の
担
保

企
業
価
値

担
保
権

不動産 設備 事業全体が担保に

　企業価値担保権の活用において、最も重要になるのが
「事業の将来性の客観的な評価」です。事業が将来にわたっ
て収益を生み出し続けることができるか、その根拠はどこに
あるのか。その答えの核心こそが、模倣困難な強みとなる「知
的財産」です。
　特許庁が推進する「知財金融」は、まさにこの「目に見
えない価値（知的財産）」を可視化し、事業性評価に繋げ
る取組であり、知財金融事業の活用は、企業価値担保権
も活用した融資判断の精度を飛躍的に高める強力な武器
となります。
　つまり、知財金融への取組は、来るべき企業価値担保
権の活用に向けた最も効果的な準備なのです。

事業の
将来性

技術

アイディア 信頼

知財金融による評価

企業の
真の価値を発見！

中小企業からの参加者

知財の専門家による視点で
事業と知財の関係性が整理され、
自社の強みや今後の打ち手も明確になった。

販路開拓や価格交渉、資金調達における、
事業の価値を客観的に説明する資料として
十分活用できる。

知財を単なる権利としてではなく、
事業・資金調達・成長戦略と一体で捉える支援内容であり
実務に直結する示唆が非常に多かった。

2026 年5月25日に新たな法律が誕生しました。特許庁は、金融機関と中小企業の皆様が新時代にスムーズに対応で
きるよう、知財金融の取組推進をサポートします。

地域金融機関の皆様へ

企業価値担保権の導入は、事業性評価能力の優劣が
競争力を左右する時代の幕開けを意味します。知財金
融事業を活用し、今のうちから行内に「知財の目利き力」

「中小企業との関わり方」等を蓄積しませんか？
知財金融の実践は、他行との差別化と新たな収益機
会の創出に直結します。

中小企業の皆様へ

自社の強みである技術・ノウハウ・ブランドを「知
財」として知財専門家と共に整理し、「知財を核とした
事業の価値の見える化」を図りませんか？
来るべき新時代に、説得力のある事業計画をもって円
滑な資金調達を実現するための、確実な第一歩となり
ます。

　2026年5月25日に「事業性融資の推進等に関する法
律」が施行され、企業価値担保権が創設されました。
これは、これまで担保とすることが難しかった在庫や
売掛金、そして技術・ノウハウ・ブランドといった知
的財産まで含めた「事業そのもの」を一体として担保
にする画期的な制度です。これにより、優れた技術や
ビジネスモデルを持つものの、不動産などの物的担保
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事業の継続 既存事業の足元の課題を解決し、
経営改善・再成長したい中小企業

中小企業の課題
	◼ 事業環境の変化（競合の増加、市場縮小など）によっ

て事業課題（収益悪化・後継者問題、承継問題等）
が顕在化する中で、事業の継続に向けた経営戦略・
投資計画の方針を開示し融資等の支援を獲得したい

地域金融機関の課題
	◼ 長年の事業の継続を支えてきた知財の活用・強化によ

る経営改善策（生産性向上、ビジネスモデル改善等
の改善策）を把握することで、企業再成長の支援とし
ての新たな融資等の取引関係を構築し、収益源の維
持に繋げたい

本事業における具体的活用事例
30 年続く乳製品製造ノウハウを整理し、
事業承継への指針を示す！

北海道で長年に渡り乳製品の製造・販売を行ってきた製造ノウハウを整理し、
事業承継を見据え、ブランド戦略を軸にした経営改善策を将来 CFと共に可視化
 （有限会社ラ・レトリなかしべつ / 大地みらい信用金庫）

知財に基づく自社製品の競合優位性を明確化し、
事業ポートフォリオの見直しを図る！

非破壊検査業務用 3D 計測装置の製造・販売を行うにあたって、自社技
術の強みを再検討するとともに、注力すべき事業の見直し方針を可視化
 （株式会社セイコーウェーブ / 多摩信用金庫）

経営悪化傾向 経営改善・継続

知財活用

事業の成長 既存事業をスケールしていきたい
中小企業やスタートアップ

中小企業の課題
	◼ 過去の事業実績をベースとして、新規顧客獲得や対象

市場の拡大等による事業成長に向けた、知財を活用し
た差別化戦略・投資計画の方針を開示し、融資等の
支援を新たに獲得したい

地域金融機関の課題
	◼ 事業成長に必要な競合優位性維持のための、知財に

裏付けされた経営戦略、およびその実行計画を把握す
ることで、成長期の活発な資金需要に基づく融資等の
取引関係強化による収益源の拡大に繋げたい

本事業における具体的活用事例
独自の加工食品製造ノウハウを言語化して
ブランド力を強化し、資金調達の実現性を向上！

半生触感の柔らかさが売りのドライフルーツの製造ノウハウを言語化し、
更なるブランド力強化のための知財戦略を可視化
 （南信州菓子工房株式会社 / 長野県信用組合）

自社の知財の参入障壁を示し、
新規市場開拓に向けた資金調達へ近づける！

小売店舗の無人・有人営業の DX ソリューションの更なる新規市場開拓
に向け、参入障壁構築を中心とした知財戦略を数値計画と併せて可視化
� （株式会社 Nebraska / 第一勧業信用組合）

売
上
拡
大

売
上
拡
大

顧客増加顧客増加

分野拡大分野拡大

特定分野・顧客での
事業実績

特定分野・顧客での
事業実績 知財活用

新事業の立ち上げ 新事業や事業転換により再成長したい中小企業や
新たな製品・サービスを展開したいスタートアップ

中小企業の課題
	◼ 新製品・サービスの上市のための経営戦略・投資計

画の方針を開示し、融資等の支援を獲得したい

	◼ 既存事業の実績の中で積み上げてきた知財を活用した
新事業の立ち上げに向けて経営戦略・投資計画の方
針を開示し、融資等の支援を獲得したい

地域金融機関の課題
	◼ 知財に裏付けされた新事業の成長可能性を客観的に

把握したうえで、その新事業の経営戦略の実行をサポー
トする融資等の取引関係を、新事業の初期段階から
構築することで、長期的な収益源の確保に繋げたい

本事業における具体的活用事例
知財を起点としたコトづくり発想で新事業構想を可視化し、
ファイナンス支援獲得の道筋を描く！

長年のジャバラ製造で培ってきた技術を核にコトづくり視点で高性能
フィルタ事業の構想を競合優位性と共に将来 CF 予測として可視化
 （株式会社ナベル / 株式会社百五銀行）

受託製造で培ったモノづくりノウハウを生かした
製品開発ビジネスの立ち上げ計画を具体化！

光学部品の受託設計で培ったモノづくりのノウハウを応用し、製品開発
ビジネスの立ち上げと、販路拡大に向けた知財戦略を可視化
� （株式会社渋谷光学 / 巣鴨信用金庫）

新ビジネスに挑戦新ビジネスに挑戦

コアとなる特徴的な知財を持つ
スタートアップ

コアとなる特徴的な知財を持つ
スタートアップ

新ビジネスに挑戦新ビジネスに挑戦

実績で積み上げた知財を持つ
中小企業

実績で積み上げた知財を持つ
中小企業

知財金融事業の活用が期待される企業像

※ 本事業における具体的な活用事例の詳細は P9 以降をご参照ください。
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公募の詳細については、知財金融ポータルをご参照ください　▶︎ https://chizai-kinyu.go.jp/ 

　支援の流れ 　金融機関の参加実績（令和 7 年度）

　中小企業の参加実績（令和 7 年度）

　支援スキーム

中小企業・金融機関での応募に関する合意
中小企業のご担当者と、その中小企業と関係性をもつ金融機関のご担当者間にて、
知財ビジネス報告書の作成支援の公募プログラムに応募するための合意形成を行います

1

公募プログラムへの応募
中小企業のご担当者と、その中小企業と関係性をもつ金融機関のご担当者の連名

にて、知財ビジネス報告書の作成支援の公募プログラムに応募します

2

専門家マッチング
採択後、応募書類に基づき適切な知財専門家を事務局にて派遣します

（地域性、専門領域を考慮して派遣）

3

知財ビジネス報告書の作成
対象企業・金融機関へのヒアリング及び知財に関する調査・分析を通じて
知財ビジネス報告書作成を支援します

4

知財ビジネス報告書の評価・納品
作成された知財ビジネス報告書を中小企業・金融機関に納品します。金融機関については、
知財ビジネス報告書の評価結果（理解が深まったか、支援に活用できそうか等）を中小企業に提供します

5

事務局
知財専門家

ヒアリング、調査・分析

知財ビジネス報告書の作成・提供

知財ビジネス報告書の提示・開示

知財ビジネス報告書の評価
中小企業 金融機関

企業価値向上に向けた経営戦略ストーリー

+自社の強み・知財分析
（知財・無形資産等）

将来の目指す姿
(経営戦略・方針)

As-Is To-Be

百五銀行、山陰合同銀行、きらぼし銀行、伊予銀行地方銀行

島根銀行、豊和銀行第二地方銀行

東京信用金庫、しまなみ信用金庫、尾西信用金庫、
巣鴨信用金庫、多摩信用金庫、千葉信用金庫、姫路信用金庫、
高崎信用金庫、朝日信用金庫、尼崎信用金庫、但陽信用金庫、
アイオー信用金庫、瀬戸信用金庫、大地みらい信用金庫

信用金庫

第一勧業信用組合、群馬県信用組合、長野県信用組合信用組合

静岡県信用保証協会信用保証協会

20%

5%

31%
20%

22%

2%

5000万円以下
5000万円超～1億円以下
1億円超～5億円以下
5億円超～10億円以下
10億円超～30億円以下
30億円超～100億円以下

年間売上高

知財金融事業の支援の流れ・体制 / 支援実績

5%

16%

2%

地方銀行

第二地方銀行

信用金庫

信用組合

信用保証協会

75%

2%
5%

製造業

卸売業

情報通信業

サービス業

その他

業種

24%

29%
27%

9%
11%

1～5人

6～20人

21～50人

51～100人

101～300人

社員数

25%

52%

公募の詳細については、知財金融ポータルをご参照ください　▶︎ https://chizai-kinyu.go.jp/ 

※複数件の応募を頂いた金融機関を考慮した割合

参加
金融機関
の業態

5%

13%
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知財を起点としたコトづくり発想で新事業構想を可視化し、
ファイナンス支援獲得の道筋を描く！ 株式会社ナベル / 株式会社百五銀行

特許 ノウハウ

▶ 保有する知財
レーザー加工機、光学分野など、多分野においてジャバラの製造・販売を
行う。レーザー加工機では国内シェアの 90％を獲得するなどの実績を持つ。
ジャバラの実績を活用した消耗品ビジネスである放電加工機用フィルターの
新規事業の立ち上げを検討中。

▶ 事業概要

As is（ビジネスの現状）では、消耗品ビジネスである放電
加工機用フィルターの新規事業の立ち上げ・拡大に際し、
長年培ってきたジャバラ製造ノウハウの強みを明確化・整理
した。

To be（あるべき姿）では、これまで培ってきたノウハウを強
みとしたコトづくり発想での新規事業展開に向け、開発・生
産・知財戦略を中心とする経営戦略と事業推進に必要な投
資額を踏まえ、中長期的な将来キャッシュフロー計画および
投資回収計画を取りまとめた。

▶ 知財ビジネス報告書の記載概要

今回の作成した知財ビジネス報告書は、数値計画、キャッシュ
フロー予測を含む事業計画が記載されており、達成度合の
モニタリングを伴走していくことで、適切なタイミングでの支
援を講じることが可能になると評価を受けている。

また、知財戦略を中心とした計画の具体化について、INPIT
知財総合支援窓口を活用した検討も進んでいる。

▶ 金融機関からの評価概要等

活用事例を紹介 – 新事業の立ち上げ

具体的な知財ビジネス報告書については、知財金融ポータルをご参照ください　▶︎ https://chizai-kinyu.go.jp/cases/

受託製造で培ったモノづくりノウハウを生かした製品開発ビジネスの
立ち上げ計画を具体化！ 株式会社渋谷光学 / 巣鴨信用金庫

ノウハウ

▶ 保有する知財
検査装置向けレンズや光ファイバー用レンズを中心に、光学部品の
製造・販売・加工および理科学機器の製造・販売を手がけ、
受託製造を主軸としつつ製品開発ビジネスの立ち上げを検討している。

▶ 事業概要

As is （ビジネスの現状）では、レーザーガラス切断・穴あ
け装置の新事業である製品開発ビジネス立ち上げにあたっ
て、光学レンズ・プリズム精密加工で培った超精密研磨技
術を活用した光学部品の受託設計・加工ノウハウの強みを
明確化・整理した。

To be（あるべき姿）では、既存事業で磨き上げたモノづく
りノウハウを武器に新事業である製品開発ビジネスを推進す
るべく、社内の知財管理体制整備などの知財戦略を中核と
した経営戦略の実行計画について取りまとめた。

▶ 知財ビジネス報告書の記載概要

事業者のビジネスモデルや強みがまとまっており、本報告書
を基にした事業者との継続した対話が可能になり、事業拡
大に向けたビジネスマッチング等の支援を検討できるとの評
価を受けている。

また、特許出願をはじめとする知財戦略の具体化について、
INPIT 加速的支援等の後継支援への連携も検討が進んでい
る。

▶ 金融機関からの評価概要等

yutterui
スタンプ
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独自の加工食品製造ノウハウを言語化してブランド力を強化し、
資金調達の実現性を向上！ 南信州菓子工房株式会社 / 長野県信用組合

商標 ノウハウ

▶ 保有する知財
半生食感の柔らかさを特徴とするドライフルーツの製造・販売を行い、
地元スーパーや大手小売チェーン向け OEM を主力として、
更なる販路拡大に向け事業を展開している。

▶ 事業概要

As is（ビジネスの現状）では、今後のさらなる販路拡大を
見据え、半生食感の柔らかさを特徴とする当社独自のドライ
フルーツの製造ノウハウ、全国の原材料生産者とのネットワー
ク、熟練従業員の加工技術など、当社が有する知財の強み
を多面的に整理した。

To be（あるべき姿）では、これまで培ってきた製造ノウハウ
を核にブランド力を高め、さらなる販路拡大と事業成長を目
指すために、自社ブランドの発信力強化や新ブランド導入を
中心とした知財戦略を軸に、今後の経営戦略を取りまとめた。

▶ 知財ビジネス報告書の記載概要

今回の知財ビジネス報告書の作成を通じて、新展開に伴う設備投資が発生する場合には
与信利用が十分に見込まれる関係性が当社との間で構築されたものと感じるとの評価を受けている。

▶ 金融機関からの評価概要等

活用事例を紹介 – 事業の成長

具体的な知財ビジネス報告書については、知財金融ポータルをご参照ください　▶︎ https://chizai-kinyu.go.jp/cases/

自社の知財の参入障壁を示し、新規市場開拓に向けた
資金調達へ近づける！ 株式会社 Nebraska / 第一勧業信用組合

特許 ノウハウ

▶ 保有する知財
LINE・QR コードを利用した入店認証を特徴とし、低コストで小売店舗
の無人・有人営業を自由に組み合わせることができる「デジテールストア」
サービスを展開している。

▶ 事業概要

As is（ビジネスの現状）では、書店を中心とした事業実績
を支えてきた要因として、低コストを実現する LINE 連携の
入店認証システム、セルフレジ等の店舗無人化技術、顧客
管理 Web アプリなどのソフトウェア設計ノウハウといった知
財の強みを整理した。

To be（あるべき姿）では、スーパーなど他業界への事業
展開とさらなる成長に向けた資金調達を見据え、当社の強み
を最大限に活かせる業種・企業へのアプローチ策の検討な
ど、販売・市場開拓戦略を中心に経営戦略を取りまとめた。

▶ 知財ビジネス報告書の記載概要

開発計画に基づく将来 CF を含めた事業計画への落とし込み、今後の事業拡大プランが明確になったことで、
事業計画の進捗を確認しながら融資等の支援の検討に活用できると金融機関からの評価を受けている。

▶ 金融機関からの評価概要等

「LINE」は、LINEヤフー株式会社の商標または登録商標です
「QRコード」は、株式会社デンソーウェーブの商標または登録商標です



13 14

30 年続く乳製品製造ノウハウを整理し、
事業承継への指針を示す！ 有限会社ラ・レトリなかしべつ / 大地みらい信用金庫

商標 ノウハウ

▶ 保有する知財
30 年間に渡って、北海道中標津町にて独自の素材の味を生かした
無添加の飲むヨーグルトを中心に乳製品の販売を行う。

▶ 事業概要

As is（ビジネスの現状）では、北海道・根釧地域で採れた
生乳を短期間で使用し、気候に応じて製品の味を調整できる
製造ノウハウを軸とした知財の強みを整理した。

To be（あるべき姿）では、営業利益率の改善を糸口に事業
承継に備えるため、主力商品の売上比率や販売チャネルの分
析などの経営分析の実施、製造ノウハウの社内共有化といっ
た知財戦略を検討し、複数のシナリオを想定した将来キャッ
シュフロー予測を中心とする数値計画と併せて取りまとめた。

▶ 知財ビジネス報告書の記載概要

知財ビジネス報告書は、企業の実績、現状課題、ならびに課題解決に向けて内容が整理されているので
事業性評価やコミュニケーションに活用できるとの評価を受けている。

▶ 金融機関からの評価概要等

活用事例を紹介 – 事業の継続

具体的な知財ビジネス報告書については、知財金融ポータルをご参照ください　▶︎ https://chizai-kinyu.go.jp/cases/

知財に基づく自社製品の競合優位性を明確化し、
事業ポートフォリオの見直しを図る！ 株式会社セイコーウェーブ / 多摩信用金庫

特許 ノウハウ

▶ 保有する知財
石油化学プラント等の重化学工業会社に対し、非接触で腐食減肉調査を
可能とする3D スキャナーの開発と販売、および計測受託事業を行っている。

▶ 事業概要

As is（ビジネスの現状）では、対象物が理想的な幾何学
形状でなくても解析可能な当社の独自のノウハウにより、非
破壊検査分野で高い顧客満足度の獲得に貢献している点に
ついて、市場における競合との比較を通じて知財の強み、優
位性を明確化した。

To be（あるべき姿）では、事業環境変化の影響による利
益率悪化に対応するため、当社の技術的な強みを軸に、財
務状況の可視化と併せて、事業ポートフォリオの見直し策を
取りまとめた。

▶ 知財ビジネス報告書の記載概要

当社のような専門技術を提供する企業の事業内容をより深く理解でき、
ビジネスマッチングにおける参考資料をはじめとする事業性評価の一部として活用できるとの評価を受けている。

▶ 金融機関からの評価概要等


